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３　就業・起業の支援
就業を希望する高齢者
の増加（P85）
多様な働き方への対応
（P86）
就業を希望する高齢者
の多様なニーズに即し
た支援をします（P89）

【藤原委員】
３ページの高齢者就労支援について、第9期介護保険計画から、どこの自治体でも高齢者
の社会参加、就業支援などに対してクローズアップしている。
地域包括ケアを進める中で、地域のデザインをする視点からすると、それぞれの自治体で
就労支援に関するステークホルダーはいるが、それぞれがバラバラに動いている状況で
ある。
特に、地域包括ケアに関する議論の中で出てくるのは、相変わらずシルバー人材センター
のみである。それ以外だと、３ページに記載のある、東京しごとセンターでは様々なアク
ティブシニアの窓口を作っていたり、プラチナキャリアやハローワークなどがあったりす
るが、ほとんど連携していない。それぞれがバラバラに同じようなことをやっている。場
合によっては、高齢者がたらい回しになる状況がある。どこも高齢者就労には事故・安全
対策など共通の課題があるものの、議論されていない。地域包括ケアの中で就労を地域
づくりの一つとして位置付け、地域包括ケア担当部局と産業部局が連携しながら検討を
進める必要がある。
東京都には、モデル事例や参考事例の提示に加え、研究機関や「就労的活動支援コー
ディネーター」など既存のネットワーク・人材も活用し、高齢者の多様な就労ニーズに
対応した仕組みづくりを主導することで、市区町村の取組を期待したい。

【第２回委員会での回答】
高齢者の就業支援は重要な施策であり、保険者も取り組んでいるところだと思う。先生か
らのご意見には、地域包括ケアの中でトータルでデザインして、きちんと全体として位置
づけていくということが重要だというようなご提案と理解した。保険者もおそらく先生の
ご認識と同じような課題認識は感じていると我々も認識している。今後、全ての区市町村
にヒアリングをするなかで、課題認識や何が課題になっているか、どのような支援があれ
ばいいかなど、確認していきたい。

【和気委員長コメント】
的確なご指摘をいただいた。長年福祉に関わっていると、雇用や労働との関わりが弱いと
感じる。2000年の省庁再編でようやく厚生労働省になったが、地域行政の縦割りは残り、
コミュニケーションが十分ではない。さらに企業との連携となると、経済産業省も関係し
てくる。
地域共生社会の考えが出てきた際に様々な連携のあり方が考えられたはずだが、地域共生
の取組がトーンダウンしてしまった。ぜひ都庁の中は、お互いによく連携することが必要
である。地域で議論にならないのは、検討の場がなかなか作られていないので、確かにそ
の通りだと思う。
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３　就業・起業の支援
就業を希望する高齢者
の増加（P85）多様な働
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就業を希望する高齢者
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【小川委員】
高齢者の方々がいろいろな形で長く働いて、非常に助かっている。高齢者の就労に関し
て、60歳を超えると金銭的に少なくなってしまうことがあるが、それを補填するような形
で給付が行われている。65歳以上でも、常勤で頑張って働いている方がたくさんいる。そ
のような方々に支援をすることもこれから必要ではないかと思う。

【第２回委員会での回答】
今後の事業実施や次期計画策定に活かしていきたい。

【和気委員長コメント】
いままでの仕事の仕方を変えて、細かくマッチングしていけると良い。AIはその点が得意
なので、AIを使ってうまくマッチングしていく。10年スパンで考えることが大事である。
老化は個人差が大きいので、選択的な労働の仕方、場を作ることが大切だと思う。65歳だ
からと年齢で切るのではなく、柔軟性が重要である。
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【西田委員】
定年制を見直していくということを東京都は考えておられるかお聞きしたい。

【第２回委員会での回答】
定年制について、定年制そのものがどうこうということはないが、今回のデータ集のなか
で、例えば介護分野でも65歳以上で働いている方がたくさんいる。訪問介護は65歳以上が
主力になっており、ケアマネも同じである。高齢者の生活実態でも、75歳以上まで働きた
いという方が本当に多くいる。特に定年制について、私の立場では発言できないですが、
働きたいと思うところまで働くというのが一般的であると思っている。
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委員の主な御意見（「重点分野１　介護予防・フレイル予防と社会参加の推進」　）

発言内容 東京都回答・和気委員長コメント項目No
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委員の主な御意見（「重点分野１　介護予防・フレイル予防と社会参加の推進」　）

発言内容 東京都回答・和気委員長コメント項目No

資料３

4
１　介護予防・フレイ
ル予防と社会参加の推
進全体

【小川委員（意見票）】
このような事業は、まず広報周知の方法が重要と思う。誰でも事業内容の重要性は理解で
きるだけに各自治体でいかに求心力のあるネットワークを利用するかで（参加）効果が
左右されると思う。
余談ですが、50歳でシニアとは、確かにそうではあるが日本だと６０歳以上のイメージ強
いと思う。個人的な意見だが５０代も対象に呼び込むなら少し名称を考えた方（イメー
ジ）が良いと思う。

【在宅支援課】
事業の効果的な広報周知について、いただいた視点を踏まえて検討していきたい。
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1
介護予防・フレイル予
防と社会参加の推進

【小川委員（意見票）】
東京都健康長寿医療センターや東京都医師会の活動が地区医師会（自治体）へ周知されて
いく形だが、地区医師会の会員の活動参加や理解が十分ではない点もある。各自治体とも
連携して地域住民の周知活動から取組みを、更に支援する必要があると思う。
介護予防事業は、地域で事業を行うため、地域住民の（ボランティアも含む）参加と活動
の促進は重要な点であり、今後は、地域主体での事業展開の支援も必要かと思う。
引き続き介護サービス利用のためのケアマネジメントには、自立支援（リハビリ）の視点
に基づき、適切なリハビリテーション等の実施が必要である。また地域基盤の整備の他、
都民へのリハビリテーションの必要性を周知することも必要と思われる。

【在宅支援課】
都では、医療と連携した介護予防・フレイル予防について、住民への周知を含む区市町村
や医師会の取組を支援している。また、住民主体の通いの場や、リハビリテーションの視
点を踏まえた介護予防事業に取り組む区市町村を支援しているほか、介護予防・フレイル
予防の重要性について普及啓発を行っている。引き続き、区市町村のニーズや様々な関係
者からの助言を踏まえながら、事業の充実を図っていく。
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２　施設サービスの充
実
（１）特別養護老人
ホームの整備
特別養護老人ホームに
おける質の高い介護
サービスの提供
（P123）
特別養護老人ホームに
おいて提供される介護
サービスの質を高めま
す（P124）

【山田委員】
医療的ケアを必要とする高齢者の特別養護老人ホーム（以下「特養」という。）受入れ
を促進するということについて、特養は医療者の配置が必須であるが、それを強化する
ことなのか。
介護医療院の整備促進があり、医療的ニーズと介護ニーズを合わせ持つ方々は介護医療院
に入所することが本来的かと思うが、特養に医療的ケアが必要な高齢者の入所を促進する
ことについて伺いたい。
医療と介護の両方のニーズを持っている方は、特養、介護医療院のどちらを希望しても
対応できる体制を整えていくということか。
配置医師についても本事業で担っていくという理解でよいか。

【第２回委員会での回答】
特養の役割は介護であり、医療が必要な方の受入れは介護医療院であることが基本ではあ
るが、現実的に医療的ケアを必要とするため特養に入れないという方がいる。
特養にアンケート調査を行った際に、特養で医療的ケアが必要とする方が入所できないこ
とに関して、看護師の人員体制などが現状の介護報酬では十分でないとの意見があったの
で、介護報酬でカバーできない看護師の増配置等を行った場合に、都が支援する事業を
今年度から開始した。事業を通じて、医療的ケアを必要とする高齢者の受入れが進んで
いるかについて、効果検証が今後必要だと考えている。
医療が必要な方は介護医療院での受入れが基本だが、医療的ケアを必要することで特養に
入れない方がいるので、そういった方の特養の受入れを促進できればと考えている。
医師についても、増配置した分に対しての補助をしているので、今年度の補助事業の実
施状況を踏まえて効果検証を行い、今後の施策を検討してきたい。
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【西田委員】
特養は要介護３以上の方の終の棲家として位置づけられている一方で、医療提供体制が非
常に脆弱である。国は協力医療機関に対しては診療報酬の加算等で強化をしているが、施
設を診ているのは配置医だが、あくまで施設の職員として入所者の健康管理を行う位置
づけに留まっており、特養の日常の医療の質が確保できていない。これに対して、都と
してどのように考えているか。
国に再三伝えているが、社会保障費の伸縮が重きで、（医療の質の）重要性がわかってい
ても行動に踏み切れていない。東京都は特養を必要としている方が多いので、東京都で模
範を作って、国に提言できるようにしてほしい。

【第２回委員会での回答】
特養における協力医療機関の設置が来年度から必須となり、今年度新たに医療的ケアに関
する事業も開始しているので、実施状況を確認しながら、対応を検討する。

委員の主な御意見（「重点分野２　介護サービス基盤の整備と円滑・適正な制度運営」　）

項目 東京都回答・和気委員長コメント発言内容
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委員の主な御意見（「重点分野２　介護サービス基盤の整備と円滑・適正な制度運営」　）

項目 東京都回答・和気委員長コメント発言内容No
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２　施設サービスの充
実
（１）特別養護老人
ホームの整備
特別養護老人ホームに
おける質の高い介護
サービスの提供
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【小川委員】
特養での医療的ケアと医療行為は分けて考えた方が良い。医療的ケアは例えば褥瘡の処置
などで、医療行為は医師が治療をすること。特養は入居者が重度化していて、看取りなど
を行う上で終末期のケアをやる上では医療的ケアが欠かせないので、看護師のスキルを高
めることが重要だと思う。配置医との関係ややり方の幅を広げることを進めていかない
と、特養での終末期ケアはうまくいかないと思います。
単独で運営している特養と、大規模で運営している特養があるので、これをやっているか
ら良い・やっていないから悪いなどの考え方はあまり良くない。
また、このような事業を進めていくには利用希望者にどこの施設で医療的ケアが受けられ
るのかを周知していく必要がある。
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２　施設サービスの充
実
（２）介護老人保健施
設・介護医療院の整備
介護老人保健施設・介
護医療院のサービス機
能の向上（P130）
介護老人保健施設・介
護医療院の機能向上を
推進します（P130）

【小川委員】
介護老人保健施設（以下「老健」という。）も医療的ケアを提供している施設であるが、
施設数が減っている。昨今、施設の老朽化、併設している医療法人の経営方針の転換、
受け皿となる有料老人ホームやサ高住、在宅支援が十分強化されてきているので、（入
所希望者の）ニーズも変わってきている。それは東京都だけではなく、国全体としての傾
向である。

5

５　介護事業所等の安
全・安心の確保
災害等への対応
（P151）
災害対策を推進します
（P151）

【小川委員】
特養では災害時に避難民やその家族の受入れをするが、受入れにあたり、パーテーション
等の受入れ物資が充実していないという問題がある。そのような提供体制も一緒に進めて
いかないといけないと思う。

【第２回委員会での回答】
いただいたご意見を踏まえ、今後の事業実施や次期計画策定を検討していく。
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３　特定施設等の充実
軽費老人ホーム
（P136）
軽費老人ホーム
（P137）

【西田委員】
エレベーターがない公営住宅では貧困、孤立、認知症などの社会的複合課題を抱えた方が
たくさんいるが、その方たちの行き場所として、軽費老人ホームは充足しているか。

【第２回委員会での回答】
軽費老人ホームを含め介護施設が充足しているかについて、今後区市町村にヒアリング
し、実態を把握する予定である。

【第２回委員会での回答】
いただいたご意見を踏まえ、今後の事業実施や次期計画策定を検討していく。
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委員の主な御意見（「重点分野２　介護サービス基盤の整備と円滑・適正な制度運営」　）

項目 東京都回答・和気委員長コメント発言内容No
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３　特定施設等の充実
有料老人ホーム
（P135）
有料老人ホーム
（P137）

【西田委員】
最近増えている、看取り専門の介護施設について、請求の問題で取りざたされており、国
も引き締めをしているが、都としてどのように評価、モニタリングをしていくのか。

【施設支援課】
国は、令和８年６月から併設・隣接する施設の訪問看護サービス提供について、新たな診
療報酬体系を設定するとともに、今後、有料老人ホームの質を底上げし、利用者が安心し
て選択・利用できる制度とするため、法改正により有料老人ホームの登録制の導入等を行
う予定である。
こうした状況を踏まえ、都としても対応を検討していく。
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５　介護事業所等の安
全・安心の確保
災害等への対応
（P151）
災害対策を推進します
（P151）

【西田委員】
福祉避難所としての高齢者施設の活用について、行政と協定を結んだが、具体的なとこ
ろが進んでいないところがほとんどである。今後どう進めていくのか。

【総務部】
福祉避難所の確保・運営は、災害対策基本法に基づき、区市町村が主体となって進めてい
るものであり、施設との協定締結や、発災時の開設・運営等についても、それぞれの区市
町村において取り組んでいるところである。
都では令和7年度に都内区市町村を対象とした実態調査を実施し、その結果を踏まえて令和
8年3月に「福祉避難所等整備促進に向けた取組事例集」を作成した。事例集では、福祉避
難所の新規確保、機能分化、人材確保、訓練の実施など、区市町村や施設における先行的
な取組を紹介している。
また、こうした取組を区市町村が実現できるよう、令和7年度から「福祉避難所・福祉避難
スペース整備促進等事業」を実施し、物資の購入や施設のバリアフリー化、福祉避難所の
開拓を担うコーディネーターの配置などに係る経費について、区市町村に対して補助を
行っている。
今後も、情報提供と財政支援の両面から、区市町村における福祉避難所の整備・運営が実
効性を伴って進むよう、取組を後押ししていく。
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【介護保険制度の適正
な運営】
２　介護サービス事業
者への支援・指導
（１）介護サービス事
業者に対する指導検査
効果的かつ効率的な指
導の実施（P167）
区市町村との連携等に
より、効果的かつ効率
的に指導検査を実施し
ます（P167）

【柳橋委員（意見票）】
介護サービス事業者への支援・指導という点では、介護保険制度の適正な運営という点だ
けでなく、医療的ケアが必要とされる利用者の受け入れ体制、連携医療機関との連絡体
制、災害対策・感染症への対応など、施設運営に関しても評価をする方向が望ましいの
ではと思う。福祉サービス第三者評価も引き続きとなっているが、拡大や審査の標準化
を検討してはどうか。

【指導監査部】
東京都福祉サービス第三者評価制度は、サービスの内容や質、事業者の経営や組織のマネ
ジメントの力等を、サービスごとに策定した共通の評価基準に基づき評価しており、ご提
言いただいた医療機関との連携や災害対策・感染症への対応についても評価の対象として
いる。
福祉サービスを取り巻く状況等を踏まえ、今後とも、共通評価項目の改善等に取り組んで
いく。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
振
り
返
り
シ
ー
ト
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委員の主な御意見（「重点分野２　介護サービス基盤の整備と円滑・適正な制度運営」　）

項目 東京都回答・和気委員長コメント発言内容No

10

【介護サービス基盤の
整備に向けた取組】
１　居宅サービスの充
実
短期入所系サービスの
確保（P120）
ショートステイの整備
を支援します（P121）

【小川委員（意見票）】
利用者確保が困難となる施設も生じている点について、確かに特養の短期入所の稼働率
は低下している。老健は空床利用型が多いので稼働率を高めるためには一般入所で確保し
た方が安定的な側面もある。
近年はレスパイト目的の利用が多い。ショートステイでは、介護保険サービス費以外にホ
テルコスト（居住費、食費）等の利用者負担が低所得者には負担であること、さらに通所
介護側では長時間対応も影響している。
よってショートステイにおける重介護・認知症（行動心理症状等）の方の利用は多くなっ
ている。更に最近は、特養待機中のロングショートの利用ケースや老健における医療
ショート（内服調整、点滴等）の利用によりショートステイの利用を促進している施設も
ある。

【介護保険課】
ご意見も踏まえ、区市町村へのヒアリング等を通じて、現状を把握していく。

11

【介護サービス基盤の
整備に向けた取組】
１　居宅サービスの充
実
共生型サービスの普及
（P120）
共生型サービスの仕組
みを周知します
（P121）

【小川委員（意見票）】
共生型介護保険サービス事業所が認可されても実績が少ない理由は、職員に周知されて
いない点や障害者の特有の対応と個別性が、まだ高齢者と一緒の介護にまとめることが
出来ない点がある。当老健は医療的ケアが必要な方のショートを受け入れているが、キャ
リアのある職員を中心で試行錯誤でケアを行っている。

【介護保険課】
共生型介護保険サービス事業所は、令和5年4月から令和8年4月までの3年間で46か所から63
か所と少しずつ増えている。
また、事業者が高齢者と障害者それぞれの特性や支援ニーズに対応できるよう、区市町村
との情報共有や制度周知に努めていく。

12

【介護保険制度の適正
な運営】
２　介護サービス事業
者への支援・指導
（１）介護サービス事
業者の指定及び事業者
の法令遵守等への支
援・指導
科学的介護の推進
（P165）
情報提供、研修等を通
じて介護事業者への支
援を行います
（P166）

【小川委員（意見票）】
科学的介護は、今後人材対策や業務効率化に向け、必要な分野である。医療も電子カルテ
が義務化の方向へ、国保連の管理体制も強化されていくものと思う。一方で、現場では
LIFE入力が職員負担となり、報酬取得のための作業にとどまり、意義が十分に実感され
ていない。

【介護保険課】
科学的介護を単なるLIFE入力や加算取得のための取組にとどめることなく、講演会や研
修・伴走支援事業を通じて、引き続き介護現場の取組を支援していく。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
振
り
返
り
シ
ー
ト
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委員の主な御意見（「重点分野２　介護サービス基盤の整備と円滑・適正な制度運営」　）

項目 東京都回答・和気委員長コメント発言内容No

進
行
管
理
・
取
組
評
価
シ
ー
ト

1

事項１　特別養護老人
ホームの整備を促進
事項２　介護老人保健
施設及び介護医療院の
整備を促進

【小川委員（意見票）】
特養整備においては、社会情勢の影響もあり開設・建設の遅れを耳にする。また開設して
も職員確保の困難が生じており、入所稼働率を上げるのも時間がかかっているようであ
る。老健は、特に全国的にも新規開設はほとんど無く、他の介護医療院などの介護保険施
設への転換も少なからず認められ、地域ごとに実情を鑑み、様々な形で老健を含む介護保
険施設の基盤整備と維持を、引き続き検討していく必要があると思う。

【施設支援課】
介護保険施設について、令和８年度から新たに整備する施設への補助基準額を増額し、整
備に踏み出せない事業者を強力に後押しするとともに、大規模改修の補助率を1/2から3/4
へ拡充し、老朽化が進む既存施設の維持・更新を着実に実施できるよう支援している。

自
由
意
見

1
特別養護老人ホーム経
営支援事業

【小川委員（意見票）】
経営支援補助金は対象が社会福祉法人の特養に限定されている。老健も同様の補助対象
にならないかといつも思っている。

【施設支援課】
都が現在実施している特別養護老人ホーム経営支援事業は、民間の特別養護老人ホームが
介護保険制度に円滑に移行できるよう、従来の都加算等の見直しに伴い開始したものであ
り、経過的な支援策として位置付けている。
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1

２　2040 年に向け
たさらなる取組
（２）さらなる職場
環境改善（介護現場
の生産性向上）
職場環境改善の取組
（P198）
職場環境改善の取組
（P201）

【内藤委員】
デジタル機器や介護ロボットを導入した事業所では一定の成果が見られていると思う。取
り組んだ事業所が成功することは非常に大事だが、幅広く多くの事業所へ普及させ、働き
やすさを向上させることである。東京都全体の介護施設・事業所が働きやすい環境とな
り、その取組を広く普及することが、介護人材の確保・定着につながると思う。
資料にもあるように、小規模事業所やまだまだ居宅サービス、地域密着型サービスなどで
は取組が広がっていないので、是非より多くの事業所への普及を課題として位置付けてい
ただきたい。また、その普及状況を目標として設定するとともに、検証の材料としていた
だきたい。

【第２回委員会での回答】
居宅系の事業所における生産性向上の取組を一層進めることの重要性は認識しており、機器
導入の効果検証などを踏まえ、モデル事業所を居宅サービス事業所においても設ける取組を
開始している。ご意見も踏まえ、第10期では居宅サービス事業所を含め、生産性向上の取組
をさらに推進していきたい。

【和気委員長コメント】
社会実装に向けて、いろいろな取組を進めているところと認識している。

2

２　2040 年に向け
たさらなる取組
（１）人材確保に向
けたより幅広い層へ
の働きかけ
人材確保に向けたよ
り幅広い層への働き
かけ（P194）
人材確保に向けたよ
り幅広い層への働き
かけ（P194）

【藤原委員】
15ページの介護人材については、長年毎回いろいろな委員会で申しているが、介護の担い手
も様々な立場の方がいる。
例えば、縦軸・横軸で切ると、一つは専門職か補助人材かという切り口があれば、フルタイ
ムかパートタイムかというようなこともあるかと思う。今、地域の介護人材のニーズとその
供給は様々である。プロだがスキマワークのように、その時間だけ来て助けるような人もい
れば、長年、介護助手などで地元に密着した、雇用関係は持っているが補助人員として周辺
業務のみを担うような方もいる。それぞれの事業所や地域で介護人材に関するデザインの必
要があると思う。
一方で、私もいくつかの基礎自治体の審議会の委員として専様な人材を前提とした地域ごと
の介護人材のあり方を検討しているが、多くの自治体では人材不足への個別対応にとどま
り、地域全体を見据えた戦略的な人材確保・活用の検討が十分ではない。東京都には、広
域的な実態把握を行うとともに、介護人材確保のモデルや地域ごとのデザインを示し、市
区町村が戦略的に取り組めるよう積極的な支援・指導をお願いしたい。

【第２回委員会での回答】
介護人材の確保について、地域全体の人材像を戦略的にデザインしている自治体が少ないと
いうご指摘を受け、そのような視点で自治体の取組を十分に把握・検証できていなかったと
認識している。今後は、こうした視点も踏まえながら市町村の取組を整理し、検討を進めて
いきたい。

【和気委員長コメント】
私もいくつかの基礎自治体で仕事をしているが、介護人材の問題は難しい。一つは歴史的に
そのような活動は全て東京都庁にお願いをしていたため、介護人材の確保を考えるとして
も、区市町村だけでは財源や経験もなく難しい。また、あるA区で介護人材を育てても、近
隣のB区やC区に移動してしまうなどモビリティ（流動性）が高いため難しい。市区町村にて
介護人材を確保をしたい気持ちがあるが、方法がわからない状況である。東京都には後方支
援として方針を出すことが非常に重要ではないかと考える。

3

２　2040 年に向け
たさらなる取組
（２）さらなる職場
環境改善（介護現場
の生産性向上）
介護現場のＤＸの状
況（P199）
介護現場のＤＸの推
進（P201）

【柳橋委員（意見票）】
10期計画全体に成果指標を用いられると理解している。デジタル介護機器等導入支援につ
いてもベンダー任せにならないように導入効果を示す指標を設けたほうがよいと思う。

【介護保険課・施設支援課】
次世代介護機器やデジタル機器について、導入後の活用が上手くいっていないという事例も
聞いている。
介護サービス事業者運営状況調査では導入状況だけではなく活用状況についても伺ってお
り、結果も踏まえながら現場改革革新会議等で適切な指標が設けられるか検討していきた
い。

振
り
返
り
シ
ー
ト

委員の主な御意見（「重点分野３　介護人材の確保・定着・育成対策の推進」　）

項目 発言内容 東京都回答・和気委員長コメントNo
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委員の主な御意見（「重点分野３　介護人材の確保・定着・育成対策の推進」　）

項目 発言内容 東京都回答・和気委員長コメントNo

4
介護人材の確保・定
着・育成対策の推進
全体

【小川委員（意見票）】
人材不足は長年、解決の難しい課題であり、これによる事業所の縮小や廃業を考える大き
な要因である。
全国的にも東京都の支援事業は、多岐に重層的で特段これ以上の要望はない。
ただ確認したいのは、負担と給付の関係で、幾度の介護報酬改定が行われ、事業側としては
介護報酬が増えるのは良いが、利用者の利用控え（物価高、年金低所得者層への影響）に
つながるのは良くないものと思う。よって介護報酬（地域区分、介護処遇改善）の増額と
は別に、事業者への外付け給付として基金を利用した事業施策は必要不可欠な支援と思
う。
　環境整備を含む大規模改修などの補助金の対応も迅速かつ的確に行われている点は感謝
するが、施設においては一度で修繕が完結できず、何度か行うことも想定される。柔軟かつ
簡潔な事務作業（終始）でお願いしたい。
また労務改善や効率化へのICT機器も介護報酬ではランニングコストは賄えても、５年程度
で買い替えのイニシャルコストがかかる。しかもその途中で、何度か細かな修理や交換も
かかる。
「また幅広い層への戦略的働きかけを強化」この点で、自治体からの広報でもサービス提
供周知（サービスの提示）だけでなく同時に地域への還元（就労機会の提示）も同時に提
示することが今後の共生社会において重要な点かと思う。

【介護保険課・施設支援課】
都は国の基金を活用して、介護現場の生産性向上や職場環境の改善に向けデジタル機器等の
導入支援をはじめとする様々な施策を展開している。いただいたご意見を踏まえ、引き続き
ICT機器の支援や多様な人材の確保等について検討していく。
大規模修繕等の補助金の申請等に係る事務作業については引き続き適切に行ってまいりま
す。

進
行
管
理
・
取
組
評
価
シ
ー
ト

1 全体

【小川委員（意見票）】
物価高騰で職員への生活を守るため、賃金を上げたいが、現状は介護職員等処遇改善金等や
都の支援金に頼っている。また現状の事業決算は利益から、希望する欠員人材を補充すると
人件費率の上昇により収支差益が減り、その結果赤字に陥る結果も懸念される。つまり運営
に余裕のある利益が出せていない事業所が多いのも事実である。余裕のない職員体制は、
結果、利用者へのサービス低下も懸念される。
介護職の離職理由は、過去は腰痛など身体的理由が多かったが、最近では（他産業希望者は
除く）、介護ストレスによるメンタル疾患で辞めたり休職する職員も多いようである。
さらに特定技能の外国人労働者も増え、現場のコミュニケーションや文化の違いに負担を感
じる職員もいる。今後は、外国人労働者が増え、中小事業所内での理解も徐々に浸透して
くことを望む。

【介護保険課】
介護サービス事業は、サービス提供の対価として事業者に支払われる介護報酬により運営さ
れることが基本である。都は国に対し、物価高騰を基本報酬に速やかに反映するとともに、
将来的な上昇にも適時適切に対応できる介護報酬の在り方を検討すること、事業者が介護人
材の確保・定着を図り、健全な事業運営を行うことができる介護報酬とすることを提案要求
している。
また、外国人介護従事者とのコミュニケーションの促進を図るための支援や、経営者・指導
担当者向けの研修等を実施しているほか、外国人材の採用を検討している中小事業所に対し
て留学生の職場体験を通し外国人と働くイメージを持っていただく取り組みを実施してい
る。事業所の受入れ環境を考慮しながら、引き続き外国人介護人材の確保・定着に取り組ん
でいく。

自
由
意
見

1
介護人材確保対策、
介護報酬加算につい
て

【小川委員（意見票）】
介護福祉士養成施設卒業者に係る経過措置見直しの影響は今後注視が必要である。近年は
介護福祉士養成校の定員は約半数で、その内半数は外国人留学生が占めるようになった。し
かしながら多くはアルバイトで生活費を稼ぎながら授業や実習を行っている現状がある。外
国人留学生の合格率が低い点も生活面の支援により上昇する点もあると思う。例えば就学中
の介護事業所でのアルバイトへ経済的の支援も検討してみると外国から東京での介護福祉士
養成施設への留学生も増すのではと思う。また福祉系高校の実情には詳しくないが、福祉系
高校卒業者の介護福祉士合格率は高い点から、小中学校への福祉職場のイメージアップを
行うと同時に、福祉系高等学校の進路への推進ができればと思う。

【介護保険課】
東京都では養成校に通う外国人留学生に対し、学費や試験費用に加え、就職準備金や居住費
などを支援しており、今後も引き続き実施していきたいと考えている。
また、次世代の介護人材の育成を目的に、都内の小中学生に向けて福祉施設のVR体験等を行
う福祉キャリア教育プログラムを実施しており、引き続き福祉の仕事を目指す人材が増える
よう、イメージアップに取り組んでいく。

振
り
返
り
シ
ー
ト
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1

１　高齢者向け住宅
等の確保・居住支援
（２）高齢者向け住
宅等の供給促進
高齢者が安心して居
住できる住まいの確
保（P238）
高齢者向け住宅等の
供給を促進します
（P239）

【和気委員長】
都営住宅は地域の福祉住宅になっており、岐路にある。５階でもエレベーターがない、入浴
介助を使いたいけど踊り場で（浴槽やリフト等が）回らないから使えないという話もある。
建て替えも進んでいるが、古いタイプの住宅はこれからどうしていくのか。
住宅政策本部は、建て替える時に福祉や地域づくりの視点があまりないので、福祉局と共
同して福祉の視点を入れていくことが大事である。
「住宅には10年後の姿が出ている」と言われたりするが、そう考えると大変なことになって
いると予測できるので、どうにかしていただけると良い。

委員の主な御意見（「重点分野４　高齢者の住まいの確保と福祉のまちづくりの推進」　）

項目 発言内容 東京都回答・和気委員長コメントNo

振
り
返
り
シ
ー
ト

2

１　高齢者向け住宅
等の確保・居住支援
（２）高齢者向け住
宅等の供給促進
高齢者が安心して居
住できる住まいの確
保（P238）
高齢者向け住宅等の
供給を促進します
（P239）

【藤原委員】
福祉や健康のみを行っている職員だけだとアイディア出しに限界がある。最近では建築や
ハード面で街づくりをしている専門家でも福祉や健康を意識したアプローチをしているの
で、そのような方と連携をしない限り、良いアイディアや突破口は見つけられないのではな
いかと思う。
京都市では、大学の建築学科と連携して、市営住宅をリノベーションをするコンペを行って
いた。また、社会福祉法人にオシャレなサロンやカフェを運営してもらい、アート的なもの
がある、子ども世代も入ってこれるような場所を作っているところもある。ハードの専門家
にも福祉マインドを持った方が必要だと思う。
居住支援として、高齢者同士で暮らせる住居について、都内でも「多世代住宅」として成功
している事例がたくさんある。大手のゼネコンは利益にならないので撤退するが、NPOやコ
ミュニティビジネスは本気でやっている。
都には、多分野の地域の資源として、NPOやコミュニティビジネスを行っている団体が多い
ので、それを活かす、都から好事例を発信してほしい。単にホームページで公開するだけ
ではなく、それに関して真剣にどう取り組んでいけば良いか、自治体を交えて、研究する
など中間支援団体の利活用を考えてほしい。
中間支援組織の重要なポイントは単に建築に明るい・福祉サービスに明るいだけではなく、
オシャレさやデザインが入っていると良い。真面目なサービスだと福祉に関心がある人しか
入ってこないので、オシャレであると地域の方が利用しようとする。
建築やメディアなど違うセンスの方が入って、新しい福祉をハード面・ソフト面で考えて
いくことが東京流かと思うので、ポジティブ・クリエイティブな感じな福祉も大事だと思
う。

【第２回委員会での回答】
公営住宅のハード面でもっと福祉の視点をという意見を頂戴した。
ソフト面においては、公営住宅では「高齢者のふれあい同居」の制度を実施している。ま
た、居住支援に係る取組については、区市町村も参加する居住支援協議会等で情報共有をし
ているが、頂いた御意見を踏まえ、ハード面についても施策検討の参考にさせていただきた
い。

【企画課】
中間支援組織との連携のあり方等については、いただいた視点を踏まえ（又は、いただいた
ご意見を踏まえ）、今後検討していく。

【和気委員長コメント】
福祉だけだと既存のものしか出てこないが、違うものと違うものが組み合わさることで出て
くるソーシャルイノベーションが大事だと思う。

10



委員の主な御意見（「重点分野４　高齢者の住まいの確保と福祉のまちづくりの推進」　）

項目 発言内容 東京都回答・和気委員長コメントNo

3

１　高齢者向け住宅
等の確保・居住支援
（２）高齢者向け住
宅等の供給促進
高齢者が安心して居
住できる住まいの確
保（P238）
高齢者向け住宅等の
供給を促進します
（P239）

【小川委員（意見票）】
近年、多くのサ高住などが出来ているが、今後（２０４０年）は、利用費用面の点でサ高
住や介護付き有料ホームに入所（支払い）できる高齢者を一定数確保できるか疑問であ
る。

【施設支援課】
特定施設入居者生活介護の指定を受ける特定施設について、東京都は、区市町村が算定した
利用者数見込みに基づき、必要利用定員総数を定め、各老人福祉圏域の必要数を確保する。

振
り
返
り
シ
ー
ト
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1

１　在宅療養体制の
確保
（１）地域における
在宅療養の推進
地域における医療と
介護の連携等
（P300）
在宅療養患者を支え
る地域の取組を促進
します（P301）

【小川委員】
在宅医療＝24時間対応だと地域の医師には思われているが、実際は在宅療養支援診療所で24
時間すぐかけつけて在宅で完結するわけではなく、救急車を呼んで治療をすることもある。
地域のかかりつけの先生が安心できる訪問診療、在宅診療を対応できるような裾の広いこ
とを推進していくことが大事だと思う。
昨今、報酬改定で在宅療養支援診療所の算定基準が厳しくなってきた。在宅を目指す医師に
対しても、何回看取りみたか、往診をしたかなど厳しくなってきた。敷居を低くすること
も多死社会を迎える上で重要だと思っている。

【第２回委員会での回答】
区市町村や地区医師会等と連携し、地域における24時間診療体制の構築に向けた取組を推進
していくことで、地域のかかりつけの先生も在宅医療に参入しやすくなると考えている。

2

１　在宅療養体制の
確保
（３）訪問看護ス
テーションへの支援
訪問看護ステーショ
ンの運営体制
（P308）
訪問看護ステーショ
ンの運営等を支援し
ます（P309）

【小川委員】
訪問看護ステーションが増えているが、高齢者住宅に併設しているステーションが増えて
いるのはないか調べたほうが良い。
一般に街の中にある訪問看護ステーションは厳しい経営の中でやっている。

【第２回委員会での回答】
高齢者住宅に併設している訪問看護ステーションが増えているかどうかは確認できるかはわ
からない。利用者の奪い合いが起きているという事業所の話も聞くので、ステーション数は
確実に増えてきていると認識している。

3

１　在宅療養体制の
確保
（１）地域における
在宅療養の推進
地域における医療と
介護の連携等
（P300）
在宅療養患者を支え
る地域の取組を促進
します（P301）

【西田委員】
在宅療養は、コロナ禍において病床がひっ迫して、自宅で療養するコロナ患者が増えたこと
から、各地区医師会でそのような方を支援するための事業を展開してきた。ある程度コロナ
が落ち着いてきた時に、今後その仕組みを超高齢社会の在宅医療に活かそうということで、
東京都在宅医療推進強化事業を立ち上げ3年間実施していた。
現在33医師会のヒアリングをしているが、実績があまりない。理由として、かかりつけ医師
が1人で頑張って患者に寄り添っている。いくらその在宅専門の先生のバックアップをつけ
ても、安心感にはなるが、なかなか利用されない。
今年度より、区市町村事業に移行するにあたって、区市町村にしてみれば実績がないのに
なぜ継続するのかということになる。
一つの考えとして、在宅患者だけではなく、複合課題を抱えた高齢者は非常に増えてお
り、軽症の高齢者の救急搬送が増えている。この事業はその抑制に効果があると思う。対
象を市民全体に広げ、地区版の♯119が作れれば良いと思い、地区医師会の先生方に提案し
ている。

【保健医療局】
高齢者救急については新たな地域医療構想における主な論点の１つとなっており、いただい
たご意見を参考に、今後の施策について検討していく。

振
り
返
り
シ
ー
ト

委員の主な御意見（「重点分野６　在宅療養の推進」　）

項目 東京都回答・和気委員長コメント発言内容No
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委員の主な御意見（「重点分野６　在宅療養の推進」　）

項目 東京都回答・和気委員長コメント発言内容No

4

１　在宅療養体制の
確保
（３）訪問看護ス
テーションへの支援
訪問看護ステーショ
ンの運営体制
（P308）
訪問看護ステーショ
ンの運営等を支援し
ます（P309）

【山田委員】
新宿区の暮らしの保健室は実績があがっており、ハード面だけでなくソフトで暮らしを支
える看護なので、併せてご検討ください。暮らしの保健室は訪問看護ステーションを運営
していた方が延長線で始めた事業である。
訪問看護ステーションが増えているが質的にどうかという話があったが、地道に暮らしを支
えることに情熱がある方もいるので、その人たちがより良く働くために公的訪問看護だけで
はない、行政の一環を担えるような働き方ができているので、地域を守る訪問看護とは何
かという視点で支援いただきたい。また、教育ステーションの事業内容の見直しも考えて
いただけるといい。

【第２回委員会での回答】
訪問看護ステーションや教育ステーション事業については在宅介護・医療協働推進部会で検
討していきたい。

5

３　在宅療養に関す
る都民の理解促進
在宅療養に関する都
民への理解促進
（P315）
在宅療養に関する都
民への普及啓発を推
進します（P315）

【小川委員（意見票）】
単身独居高齢者が増える時代で、身寄りがいない方への対応が今一層問われると思う。事業
者側もACPに取り組んだ上で、看取りに対する標準的な考え方を再度家族と統一しておく必
要もあろうかと思う。現状は個々に合わせて多職種で協議し対応し実施しているが、数が
多くなれば必要な概念かと思う。
また救急搬送時の対応マニュアルは検討されているものの介護事業所への浸透には課題があ
り、一方で病院側の受け入れ体制は以前より改善している感じている。

【保健医療局】
ACPについては、都民への普及啓発だけでなく、医療・介護関係者の理解促進や実践力の向
上を図る必要があると認識している。いただいたご意見は施策検討の参考にさせていただ
く。

進
行
管
理
・
取
組
評
価
シ
ー
ト

1

事項１　訪問診療等
を実施していない診
療所医師等に対し、
在宅医療に関する理
解の促進を図るため
のセミナー等を開催

【小川委員（意見票）】
多くの医師を抱える訪問診療所はコロナ禍などで活躍し、一定の役割を果たした一方、他地
区からの訪問であれば地区の後方支援病院や地域の関係機関の連携にはやはり課題も残る。
近年、軽度の要介護者の訪問診療を行うケースもあり、さらには利便性や収益率を重視した
事業モデルも耳にする。有料の高齢者住宅に併設した形で事業展開をするケースであるが、
従来の個々の患者自宅を訪問する事業所の有益性は尊重されなければならない。介護事業が
厳しい中、利益追求に偏らず、長年地域で診療してきた医師の目線で在宅療養の推進を
図っていくことが、かかりつけ患者の安心につながる点もあるのかもしれないと思う。

【保健医療局】
地域における在宅療養を推進するため、24時間診療体制の整備や在宅医療人材の確保・育
成、平時及び災害時における多職種の連携促進など、地域の実情に応じた区市町村や医療機
関の取り組みを支援していく。

振
り
返
り
シ
ー
ト
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1

４　医療・ケア・介
護サービス・介護者
への支援
医療提供体制の整備
（P332）早期診断・
早期支援、専門医療
の提供及び地域連携
を推進します
（P336）

【小川委員】
まず認知症診療をする上で、東京都は非常に認知症施策の推進が素晴らしいと思う。千葉県
の認知症疾患医療センターで外来対応をしているが、千葉県は偏在しており、二次医療圏が
あるが、連携型がない。そのような意味では、東京都では非常に連携型と拠点型がスムー
ズに協議会を通じて機能していると感じる。

－

2

４　医療・ケア・介
護サービス・介護者
への支援
医療提供体制の整備
（P332）早期診断・
早期支援、専門医療
の提供及び地域連携
を推進します
（P336）

【小川委員】
「とうきょうオレンジドクター」について、ただ包括支援との関係となる何か紐づけが欲
しい。インセンティブなのかもしれないが、このような取組が冷めないうちに何か対応を
考えていただけるとありがたい。

【認知症施策推進担当】
「とうきょうオレンジドクター」については、これまで東京都医師会と協議を重ねながら認
定制度を構築してきた。本制度では、地域包括支援センターとの合意書締結を認定要件の一
つとしており、令和７年度末時点で204人が合意書を締結するなど、既に連携の枠組みを構
築している。また、区市町村がオレンジドクターへ活動を依頼する際の経費について、都は
令和７年度から全額補助を実施している。
今後も、東京都医師会と連携しながら制度の普及・定着を進めるとともに、オレンジドク
ターの拡大とともに、補助の活用等を通じて自治体との連携強化を図っていく。

3

４　医療・ケア・介
護サービス・介護者
への支援
家族介護者の負担軽
減（P336）家族介護
者の介護負担が軽減
されるよう取組を推
進します（P338）

【佐々木委員（意見票）】
・必要な人に情報が届いているか。認知症や介護の初期段階では、家族自身が「相談して
よい状態」と認識できていない場合がある。また、介護負担が大きい家族ほど、情報収集
の余裕がなく、相談窓口の情報にアクセスできていない可能性がある。
・情報の共有先・周知方法は適切か
医療・介護・地域・企業等との連携による周知強化、「診断前後」や介護初期に確実につ
ながる導線づくり
・電話相談の認知度不足　行政相談との違い、ピア相談としての価値が広く認知されてい
ない。

【認知症施策推進担当】
・都は、ポータルサイト「とうきょう認知症ナビ」やパンフレット「知って安心認知症」で
相談支援を求める方などに必要な情報を提供している。引き続き二ーズに合致した情報提供
に努めていく。

・都は、様々な相談窓口や支援制度に関して、情報提供や研修・情報交換会等を通じて、支
援を必要とする方が適切な支援につながることができるよう周知に取り組んできた。また、
認知症の早期の気づきから診断、診断後の支援まで切れ目なくつなげるため、「診断前」の
取組として、認知症検診を実施する区市町村を補助しており、検診で「認知症の疑いあり」
となった方に対しては、実施医療機関等から診断につなげるとともに、地域包括支援セン
ター等による検診後支援を通じて、医療・介護への接続を図っている。引き続き、関係機関
と連携を強化し、切れ目のない支援体制の充実を図っていく。

・認知症家族介護者へのピア電話相談については、不安や悩みを抱え、相談窓口を必要とし
ている家族介護者に、その趣旨も含め適切に届くよう、とうきょう認知症ナビやSNSのほ
か、区市町村や地域包括支援センター等の関係機関と連携し、工夫しながら周知を行ってい
く。

振
り
返
り
シ
ー
ト

委員の主な御意見（「重点分野７　認知症施策の総合的な推進」　）

項目 東京都回答・和気委員長コメント発言内容No
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委員の主な御意見（「重点分野７　認知症施策の総合的な推進」　）

項目 東京都回答・和気委員長コメント発言内容No

4

４　医療・ケア・介
護サービス・介護者
への支援
医療従事者・介護従
事者等の認知症対応
力向上（P335）
医療・介護従事者の
認知症対応力向上を
図ります（P337）

【柳橋委員（意見票）】
現在、当協会で「病院勤務以外の看護師等認知症対応研修事業」を受託しているが、参加
者も多く一定のニーズがある。この研修について、対象者の領域を絞る、段階を踏んだ習
熟度別にするなど、実施回数を増やしてより実践に近い研修にする必要があると思う。ま
た一例として、オレンジドクターと協働する看護師の研修プログラムを検討して、都独自の
認定証または修了証を発行するなどはどうか。　医療機関は診療報酬上で定められた認知症
対応力向上研修を多くの看護師が受講している。地域の様々なクリニックや高齢者施設等で
働く看護師数は増加している。ご検討をお願いしたい。

【認知症施策推進担当】
当該研修については、厚生労働省の要綱に基づき、認知症対応力の向上を図るための標準的
なプログラムとして、東京都看護師協会と連携して実施してきたところである。
引き続き、地域の実情やニーズを踏まえ、東京都看護師協会と協力して、より効果的な研修
の在り方について検討していく。

5 その他

【小川委員（意見票）】
東京都の認知症施策は重層的できめ細かい一方、医療現場では診療報酬が実態に合わず、家
族相談や継続的な対応に十分な時間を確保しにくい課題がある。
早期に診断治療できれば、介護の手間も軽減できるが、経過中に問題行動が出現すると利用
者や介護者への負のスパイラルの要因となり在宅生活の維持が困難となる。よって、より地
域での多職種協働の支援体制は一層重要なものと考える。
また特養でも配置医師の他、精神科医師の配置加算を算定している施設と、配置医師のみで
認知症等の精神科対応が出来ない施設とでは、利用者の認知症医療に差が生じ、現場の様々
な症状を呈する認知症ケアへの介護業務量にも違いが出ている面がある。配置医師（高齢者
施設に出向く医師は）はせめて認知症サポート医等の取得も必要な点と思われる。
認知症サポーターが地域で活動できる体制構築も、将来を見据えて考えても良いかもしれ
ない。

【認知症施策推進担当】
都内における認知症サポート医については、令和７年度末時点で2,011人となるなど、着実
に増加している。認知症サポート医は、認知症のある人の診療に習熟し、かかりつけ医への
助言や専門医療機関、地域包括支援センター等との連携の推進役を担っています。引き続
き、認知症サポート医の養成を進めることにより、各地域において、認知症の発症初期から
状況に応じて医療と介護が一体となった支援体制の構築を図る。
都内における認知症サポーターは、令和７年度末で約 1,195千人と、着実に増加していま
す。区市町村では、認知症サポーター養成講座の受講生に対して、より実践の場で必要とな
る認知症に関する知識などの修得を目指すステップアップ講座を開催するほか、受講した認
知症サポーター等が中心となって作るチームオレンジの設置に取り組む自治体にアドバイ
ザーを派遣するなど、引き続き各地域の実状に応じて認知症サポーターの活動が促進される
よう支援していく。
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1

２　地域包括支援セ
ンターの機能強化
地域包括支援セン
ターの効果的な運営
に向けた体制の確保
（P367）
地域包括支援セン
ターの機能強化に向
けた取組を支援しま
す（P368）

【柳橋委員（意見票）】
地域包括支援センター職員の機能強化のためには、職員の資質向上が課題となっている。看
護職の配置については、「保健師等」となっているが、東京都では大半のセンターが看護
師が勤務している実状がある。看護師は個別の重症化予防はできても、保健師の役割であ
る地域の医療・介護状況の状況分析や社会資源を有機的に結びつけるネットワーク構築、独
居が増加する今後に必要なサービス量の推計等は行えない。そのために、現場では力量不足
が指摘されてるようである。今後も保健師雇用が困難という見通しで、看護師ということで
あれば看護師対象の研修等での知識や方法論を学習する機会を設ける必要があると思う。
また行政の保健師との交流が重要と思うのでご検討をお願いしたい。

【在宅支援課】
地域包括支援センターの職員配置については、介護保険法施行規則及び厚生労働省通知で規
定されており、保健師に準ずる者については、地域ケア、地域保健等に関する経験のある看
護師、かつ、高齢者に関する公衆衛生業務を１年以上有する者とされている。
都では、地域包括支援センター職員向けの研修事業を実施し、三専門職を中心に様々な専門
職や関係機関と連携して、多様な課題を抱える高齢者やその家族に対し、心身や生活の状況
に応じた適切な総合相談支援が行えるよう、人材育成に努めており、ご指摘の点も踏まえな
がら、事業の充実を図っていく。

2

２　地域包括支援セ
ンターの機能強化
地域包括支援セン
ターの効果的な運営
に向けた体制の確保
（P367）
地域包括支援セン
ターの機能強化に向
けた取組を支援しま
す（P368）

【小川委員（意見票）】
虐待や支援困難事例に対しては、労務量が多くなるのは当然である。よって事業者側へのイ
ンセンティブや対応力向上が必要である。地域包括支援センターの人材確保と定着は課題
である。一定のキャリアをもつ職員の欠員補充には当然、求人にかかる経費と時間がかか
る。欠員期間も各職員が分担して対応するが、欠員期間の減算は事業所にとって経営面で厳
しいとの声もある。また地域包括支援センターには、地域の診療所と連携し、認知症対応に
限らず、主治医意見書・後見人診断書・緊急往診などに迅速に対応できる身近な相談医の連
携を重要視している声も多い。

【在宅支援課】
都では、地域包括支援センター職員向けの研修事業において、高齢者の権利擁護業務や、保
健医療に関する専門知識を持つ地域の関係者の参加を得て設置する地域ケア会議の運営等を
内容とする科目を設けていく。
研修では、具体的な事例を交えた講義や演習等を実施しており、引き続き地域包括支援セン
ターのニーズや様々な関係者からの助言を踏まえながら、事業の充実を図っていく。
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1 全体

【小川委員（意見票）】
定期的に地域ケア会議に参加し、地域の課題や取り組み事例を参加者で議論しているが、地
域とのネットワークの維持や構築に必要不可欠である。更なる有意義な活用を検討してい
くことが必要だと思う。

【在宅支援課】
都では、地域包括支援センター職員向けの研修事業において、地域ケア会議の運営等を内容
とする科目を設けている。
研修では、具体的な事例を交えた講義や演習等を実施しており、引き続き地域包括支援セン
ターのニーズや様々な関係者からの助言を踏まえながら、事業の充実を図っていく。
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東京都回答・和気委員長コメント

委員の主な御意見（「下支えする取組　保険者機能強化と地域包括ケアシステムのマネジメント」　）

項目 発言内容No
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１　介護事業者のデ
ジタル活用推進
介護現場における業
務改善や効率化等に
向けた課題（P376）
デジタルを活用して
介護現場の業務改善
や効率化等を支援し
ます。（P376）

【田尻委員】
介護事業者のデジタル活用推進について、事業者では一社で完結する点は進んでいるが、多
職種連携が進んでいない。事業者をまたがるデジタル化の推進を課題であるので、次期計
画以降も課題として認識していただき、支援をいただければと思う。
AIの活用が現場でも進んでいるが、一方で個人情報の保護など心配点について都として整
理して示していただけるとありがたい。
デジタル化の初期費用の補助金をいただいているが、技術の進化が早いので、入れ替えの
費用がかかっている。継続的な支援を検討してほしい。

【第２回委員会での回答】
統合化の促進は進めてきているので、生産性の向上の観点からも進めていければ良いと考え
ている。
また、初期費用の補助は行っているが、ランニングコストは不十分であることはご指摘の通
りであるが、イニシャルへの補助が原則と考えている。
入れ替えが激しい世界における耐用年数等について考えていきたい。
AI活用につきましては、国においても検討が進められてると承知しているので、参考にしな
がらも都として示せるのであれば検討していきたい。

委員の主な御意見（「下支えする取組　高齢者保健福祉施策におけるDX推進」　）

項目 東京都回答・和気委員長コメント発言内容No
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